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アッピール
　計画（プランニング）は行政（アドミニストレーション）によって実現される。そして社会は無数の
計画と行政によって動いている。しかし、残念なことには、計画と行政との関係は十分に満足すべき
状態にはない。計画の源泉には思考と科学があり、行政の基盤には組織と技術があって、それらが相
互にからみ合っているからである。日本計画行政学会は、衆知を集めることによって、計画と行政と
の溝を埋めることを念願して出発した。広くこの問題に関心を持つ人々の参加を得れば幸いである。
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